
２　施設の役割

３　施設の概要

４　施設における実施事業

敷地面積（所有者） 　県央水質浄化センター及び4ポンプ場　37.3ヘクタール（群馬県）

主な施設（床面積、階数等) 　県央水質浄化センター及び4ポンプ場（35,329.69平方メートル）

県土整備部　下水環境課

１　施設の設置根拠（法律、条例等）

県直営による公の施設の管理運営状況

　下水処理
　現有施設水処理能力　240,000立方メートル/日最大
　（平成28年度末時点処理人口　417,648人）

建設費 　147,277百万円（平成28年度まで）

設置年月日 　昭和62年10月　供用開始

　下水道法第25条の2、群馬県流域下水道条例

(1) 設置目的
　〔下水の適正な処理による公共用水域の水質保全〕
　19市町村（現10市町村）の下水処理を広域的に行う目的で設置され、昭和62年に供用開始した。

(2) 設置当初の状況
　県知事と玉村町長とで下水道建設に関する覚書を締結し、それに基づき建設を進めている。
　下水道の管理運営について、地元住民を交えて審議するための附属機関を設置した。
　維持管理費の負担に関する覚書を県及び関係市町村間で締結した。
　下水道をとりまく問題について審議するため、県知事及び関係市町村長による連絡協議会を設置した。

(3) 施設を取り巻く現状
　地方自治体の厳しい財政状況において下水道事業のコスト縮減を図るため、下水道の維持修繕等につ
いて包括的な民間委託を推進する旨の閣議決定がなされた（平成15年）。
　県においては、行政システム大綱「公社・事業団改革」による下水道公社の廃止が決定され、それに合
わせて平成20年度から流域下水道の維持管理に包括的民間委託を導入した。
　県央水質浄化センターは、全体計画のうち約5/7の規模の施設が供用開始されている。今後の処理量
の増加見込みにあわせた施設の増設を検討しているところだが、地元住民の安全意識の高揚に起因し、
協議が硬直化している。

施設の名称 県央水質浄化センター

所在地 佐波郡玉村町大字上之手1846番地の1

所管部局・課



５　管理運営コストの状況 （千円）

29年度（当初予算額） 28年度（決算額） 27年度（決算額） 26年度（決算額） 25年度（決算額）

2,518,968 2,238,967 2,416,921 2,402,727 2,109,601

関係自治体からの負担金他 2,518,968 2,238,967 2,416,921 2,402,727 2,109,601

2,518,968 2,157,833 2,389,009 2,321,952 2,109,601

職員 111,789 109,227 109,503 109,046 104,397

消耗品費 171,052 122,068 144,178 126,127 119,445

修繕費 348,701 183,989 273,012 208,829 226,330

委託費 1,675,457 1,533,048 1,677,480 1,687,583 1,490,173

手数料 196,939 193,931 164,028 169,009 157,076

工事請負費 0 0 0 0 0

その他 15,030 15,570 20,808 21,358 12,180

0 81,134 27,912 80,775 0

６　職員の状況（各年度4月1日現在） （人）

29年度 28年度 27年度 26年度 25年度

13 13 13 14 15

13 13 13 14 15

７　施設利用の状況

29年度※ 28年度 27年度 26年度 25年度

51,967,331 52,752,972 51,155,033 49,466,930 47,525,118

※　見込み数又は途中実績を記入

８　必要性及び管理運営方法の方向性

区
分

合　　計

歳入・歳出の主な増減理由

・H28維持管理費の精算額が少なかったため、調整を行った事による歳入減。
・H26から臨時職員廃止による人件費の歳出減少。
・周期的な修繕業務が無かったため、H28修繕費の歳出減少。
・電気代の減少にともなう委託費の歳出減少。

　

常勤職員（管理職を除く管理関係等職員）

■　県の施設としてこのまま存続　　　□　県の施設として事業規模等を縮小して存続
□　市町村に移管・譲渡　　　□　民営化・民間譲渡　　　□　廃止　　　□　その他施

設
の
必
要
性

・　公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全のという下水道法の目的や、広域的に効率的な汚水処
理を行う観点から、流域下水道の施設の設置及びその運営が必要である。
・　下水道法第２５条の１０の規定により、流域下水道の設置、維持その他の管理は都道府県が行う
と規程されている。

下水処理量（立方メートル/年）

　

区　　分

検討結果・理由等

歳入・歳出の差額 (1)－(2)

区　　分

歳　入 (1)　

歳　出 （2）　



□　県直営　　　□　指定管理者制度導入　　　■　その他

□　見直しの検討が必要なものがある　　　■　当面見直しの必要はない

指
定
管
理
者
制
度

業
務
等
の
見
直
し

・　下水道公社解散にともない、平成20年度より包括的民間委託を導入している。
・　下水処理場等の維持管理における包括的民間委託とは、下水処理サービスの質を確保しつつ民
間の創意工夫を活かした効率的な維持管理を行うための方式であり、①性能発注方式であること
（当県では、入札業者の技術力と価格を総合的に判断する、「条件付一般競争入札の総合評価落札
方式」により委託業者を選定。）、に加え、②複数年契約であること（本県では3カ年契約）、を基本的
な要素とする。
・　包括的民間委託の導入により、管理運営コストの削減に繋がっている。

・　コスト削減の一環として平成20年度から包括的民間委託を導入し、運転管理のほとんどの部分を
包括的民間委託に含めている。包括的民間委託を導入したことにより、一定の業務コストの削減が
可能となった。
・　また、契約期間終了後に、学識経験者等により構成する群馬県流域下水道維持管理包括委託評
価委員会からも、人件費などは確実に下がっており、良好な水質が保たれているなど、包括委託を
継続すべきとの評価を受けている。
・　また、設備等の点検や修繕についても、効率的・効果的に行えるよう計画を定め、設備の状態を
見極めながら定期的に実施し、コスト縮減を図っている。


